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【【障障ががいい基基礎礎年年金金】】身 知 精

窓窓 口口：：区役所保険年金業務担当

《所在地：裏表紙 電話：各区の局番（ ページ）＋９９５６》

（初診日において国民年金の第３号被保険者であった方、厚生年金に加入していた方は

年金事務所、共済組合に加入していた方は各共済組合でお手続きください。）

障がいの原因となった傷病について初めて医師または歯科医師にかかった日（初診日）が

歳以上 歳未満の方は、①・②・③のいずれにも該当するとき、初診日が 歳未満の方は

歳になった以降に②に該当するときに支給されます。

① 障がいの原因となった傷病について初めて医師にかかった日（初診日）に、国民年金

の被保険者であること。もしくは国民年金の被保険者であった方で初診日に 歳以

上 歳未満かつ日本に住んでいること。

② 初診日から 年 か月を経過した日、または 年 か月以内に症状が固定した日（障

がい認定日）に国民年金法施行令別表に定める 級・ 級にその障がいの程度が該当

すること。

③ 初診日の前日において、初診日の属する月の前々月までの保険料納付済期間（免除期

間・納付猶予期間・学生納付特例期間を含む）が、被保険者期間の 分の 以上であ

ること。ただし、 （令和８）年 月 日までに初診日がある場合は、初診日

の前日において、初診日の属する月の前々月までの 年間に未納期間がなければ支給

されます。

【】内は 歳以上の者の額

国国民民年年金金法法施施行行令令

別別表表にに定定めめるる等等級級 障障ががいいのの程程度度 年年金金額額

級級

病院内の生活でいえば、活動の範囲がおおむねベッ

ド周辺に限られるものであり、家庭内の生活でいえ

ば、活動の範囲がおおむね就床室内に限られるもの

年額 円

（月額 円）

【年額 円】

【月額 円】

級級

病院内の生活でいえば、活動の範囲がおおむね病棟

内に限られるものであり、家庭内の生活でいえば、

活動の範囲がおおむね家屋内に限られるもの

年額 円

（月額 円）

【年額 円】

【月額 円】

※月額は、年金額を１２で除して得た参考単価《令和６年 月～令和７年 月》です。

  年年金金・・手手当当・・貸貸付付ななどど  
年年 金金

※ 給付の要件は、障がい者手帳の障がいの程度と判断基準が

異なります。詳しくは窓口にご相談ください。
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（（子子のの加加算算））

障がい基礎年金を受けはじめる時に、その方に生計を維持されている「子」（ 歳に達する

日以降の最初の年度末（ 月 日）までの間にある「子」）がいるとき、または、受けはじめ

た後に出生などの事実が発生し、新たに生計を維持する「子」ができたとき、または 歳未満

で障がいの程度が国民年金法施行令別表に定める 級・ 級に該当する子がいるときは、次の

額が加算されます。

加加算算対対象象のの子子 加加算算額額（（ 人人ににつつきき））

人目・ 人目 年額 円（月額 円）

人目以降 年額 円（月額 円）

※ 月額は、年金額を１２で除して得た参考単価《令和６年 月～令和７年 月》です。

（（事事後後重重症症））

障がい認定日に、障がいの状態が 級以上に該当していない場合であっても、その後 歳に

達する日の前日までにその障がいの程度が重くなり、国民年金法施行令別表 級・ 級の障が

いの程度に該当するようになったときには、 歳に達する日の前日までに請求をすれば障がい

基礎年金が支給されます。

（（基基準準障障ががいい））

級以上の障がいの程度に満たない方が、新たな傷病（「基準傷病」といいます）にかかり、

「基準傷病」の障がい認定日以後 歳に達する日の前日までに、「基準傷病」による障がいと

前の障がいを併せて初めて国民年金法施行令別表 級・ 級に該当するときは、障がい基礎年

金が支給されます。

（（ 歳歳前前のの障障ががいい））

歳前に障がいの初診日がある方で、 歳またはそれ以後の障がい認定日に国民年金法施

行令別表 級・ 級に該当するときは、障がい基礎年金が支給されます。ただし、ご本人の前

年の所得が一定の額以上であるときは、支給額の全額又は半額が停止される場合があります。

※ 前年の所得が一定基準額以下の障がい基礎年金受給者の方に、年金に上乗せして年金生活者支

援給付金が支給されます。 
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【【障障ががいい年年金金生生活活者者支支援援給給付付金金】】身 知 精

窓窓 口口：：年金事務所《所在地： ページ》

※相談の際には、事前に電話予約（ ）をお願いします。

次の支給要件をすべて満たしている方に支給されます。

① 障がい基礎年金を受けている

② 前年の所得額（※ ）が「 円＋扶養親族の数× 万円（※ ）」以下である

※ 障がい年金等の非課税収入は、年金生活者支援給付金の判定に用いる所得には含ま

れません。

※ 同一生計配偶者のうち 歳以上の者または老人扶養親族の場合は 万円、特定

扶養親族または 歳以上 歳未満の扶養親族の場合は 万円となります。

給給付付額額：：障がい等級により次のとおりです。

障がい等級が 級の方 円（月額）

障がい等級が 級の方 円（月額）

【【特特別別障障ががいい給給付付金金】】身 知 精

窓窓 口口：：区役所保険年金業務担当

《所在地：裏表紙 電話：各区の局番（ ページ）＋９９５６》

次の①・②のどちらかであって、当時、国民年金に任意加入していなかった期間内に障がいの

原因となる傷病について初めて医師または歯科医師の診療を受けた日（初診日）があり、現在、

障がい基礎年金 級・ 級相当の障がいに該当する方に支給されます。

ただし、 歳に達する日の前日までに障がいの状態に該当し、請求された方に限ります。

※障がい基礎年金、障がい厚生年金、障がい共済年金などを受給することができる方は対象にな

りません。

① 昭和 年 月以前に被用者年金制度（厚生年金保険、共済組合等の加入者等）

の被保険者の配偶者で、国民年金任意加入対象であった方で、任意加入していなか

った方

② 平成 年 月以前に国民年金任意加入対象であった学生で、任意加入していなか

った方

障障ががいいのの程程度度 支支給給額額

障障ががいい基基礎礎年年金金

級級相相当当にに該該当当

病院内の生活でいえば、活動の範囲がおおむねベッ

ド周辺に限られるものであり、家庭内の生活でいえ

ば、活動の範囲がおおむね就床室内に限られるもの

月額 円

障障ががいい基基礎礎年年金金

級級相相当当にに該該当当

病院内の生活でいえば、活動の範囲がおおむね病棟

内に限られるものであり、家庭内の生活でいえば、

活動の範囲がおおむね家屋内に限られるもの

月額 円

※支給額は令和６年 月～令和７年 月分です。

※申請のあった月の翌月分から支給されます。

※ただし、ご本人の前年の所得が一定の額以上であるときは、支給額の全額又は半額が停

止される場合があります。

※ 給付の要件は、障がい者手帳の障がいの程度と判断基準が

異なります。詳しくは窓口にご相談ください。
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【【障障ががいい厚厚生生年年金金】】身 知 精

窓窓 口口：：年金事務所《所在地： ページ》
※年金相談の際には、事前に電話予約（ ）をお願いします。

次の①・②・③の要件のいずれにも該当する方に支給されます。

① 病気やけがにより初めて医師にかかった日（初診日）に厚生年金保険の被保険者で

あるとき

② 初診日から 年 か月を経過した日（障がい認定日）またはその期間内に病気やけ

がが治ったときはその日に国民年金法施行令別表に定める 級・ 級の状態に該当

するとき

※厚生年金保険法に定める独自の給付として、厚生年金保険法施行令別表第一に定

める 級の障がいに該当するときは障がい厚生年金のみが支給されます。

③ 初診日の前日において、初診日の属する月の前々月までの保険料納付済期間（免除

期間・若年者納付猶予期間・学生納付特例期間を含む）が被保険者期間の 分の

以上あること。ただし、令和８年３月３ 日までに初診日がある場合は、初診日

の前日において、初診日の属する月の前々月までの 年間に未納期間がなければ支

給されます。（初診日において６５歳未満であることが必要です。）

年年金金額額：厚生年金保険に加入していた期間や平均標準報酬額によって異なります。

最低保証額：年額 円（昭和 年 月 日以後生まれ）

年額 円（昭和 年 月 日以前生まれ）

《 （令和６）年 月～ （令和７）年３月》

障がい基礎年金が支給されない 級・ 級と 級の場合

（（加加給給年年金金））

級・ 級の障がい厚生年金を受けている方で、その方によって生計維持されている

歳未満の配偶者のいるときは、 円《 （令和６）年 月～ （令和７年）

月》が加算されます。

（（障障ががいい手手当当金金））

上記①・③に該当する方で、初診日から 年以内に治り、障がい厚生年金を受けとるこ

とのできる状態よりも軽い障がいが残ったときに、その治った日において厚生年金保険法施

行令別表第二に定める一定の障がい程度の状態に該当するときは、障がい手当金が支給され

ます。

支支給給額額：厚生年金保険に加入していた期間や平均標準報酬額によって異なります。

最低保証額： 円（昭和 年 月 日以後生まれ）

円（昭和 年 月 日以前生まれ）

《 （令和６）年 月～ （令和７）年 月》

（（事事後後重重症症））

障がい認定日に国民年金法施行令別表に定める 級・ 級または厚生年金保険法施行令

別表第一に定める 級の障がいの程度に該当しなかった方が、 歳になるまでの間に障が

いが悪化し、上記に定める障がいの程度に該当するときは、障がい厚生年金が支給されます。

（請求書は、 歳の誕生日の前々日までに提出する必要があります。）

（（障障ががいいのの状状態態がが変変わわっったたとときき））

障がいの程度が軽くなったときは、障がい等級が変わったり、年金の支給が停止されるこ

とがありますが、再び障がいの程度が重くなったときは、本人の請求によって支給額が変更

されます。

級の障がいの程度
労働に著しい制限を受けるか、または著しい制限を加

えることを必要とする状態

※ 給付の要件は、障がい者手帳の障がいの程度と判断基準が

異なります。詳しくは窓口にご相談ください。
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障がい者・児を扶養している方が加入者となり、加入者が死亡または重度の障がいを有する

状態になったとき、障がい者・児本人に終身年金が支給されます（ 口まで加入できます）。 

窓窓 口口 ： 各区保健福祉センター福祉業務担当（所在地：裏表紙）

給給 付付 金金 ： 年金・・・・・ 月額 円（ 口につき）

弔慰金・・・・ 年金を受ける前に障がい者本人が亡くなったとき、加入者に一
時金として支給されます（ただし、 年以上加入した場合に限
ります）。

脱退一時金・・ 年以上加入した方が、途中で制度から脱退した場合に支給さ
れます。

加加入入資資格格 ： 市内にお住まいの 歳未満の方で、特に病気や障がいがなく、次の障がい者・
児を扶養している方（年齢は毎年 月 日における年齢です）

１． 知的障がい者・児

２． 身体障がい者手帳を所持する 級から 級までの方

３． 精神または身体に永続的な障がいを有し、１または２と同程度の障がいと
認められる方

掛掛 金金 ： 加入時の年齢により次のように区分されます。所得により減額になる場合があり
ます（減額するには、申請が必要です）。

加加入入者者のの加加入入時時のの年年齢齢 掛掛金金月月額額（（ 口口ににつつきき））

３５歳未満 ９，３００円

３５歳以上４０歳未満 １１，４００円

４０歳以上４５歳未満 １４，３００円

４５歳以上５０歳未満 １７，３００円

５０歳以上５５歳未満 １８，８００円

５５歳以上６０歳未満 ２０，７００円

６０歳以上６５歳未満 ２３，３００円

※本制度では、４月１日現在の年齢を４月１日から翌年３月３１日までの年齢とします。
例えば、 （令和 ）年４月５日で６５歳になられた方でも、 （令和 ）年３月
３１日までは６４歳としますので、その日まで加入することが可能です（その日までに加入
が承認されていることが必要です）。

身 知 精心心身身障障ががいい者者扶扶養養共共済済
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【【特特別別障障ががいい者者手手当当】】身 知 精

窓窓 口口：各区保健福祉センター福祉業務担当（所在地：裏表紙）

対対象象者者： 歳以上で、身体または精神（知的を含む）に著しく重度の障がいがあるため、

日常生活において常時特別の介護を必要とする状態にある方

支支給給額額：月額 円

《支給対象とならない場合（制限等）》

●施設（通所施設を除く）に入所しているとき

●病院・診療所に ヶ月を超えて継続して入院しているとき

●障がい者本人または扶養義務者の所得が一定額以上のとき

【【障障ががいい児児福福祉祉手手当当】】身 知 精

窓窓 口口：各区保健福祉センター福祉業務担当（所在地：裏表紙）

対対象象者者： 歳未満で、身体または精神（知的を含む）に重度の障がいがあるため、日常生

活において常時介護を必要とする状態にある方

支支給給額額：月額 円

《支給対象とならない場合（制限等）》

●施設（通所施設を除く）に入所しているとき

●障がいを支給事由とする公的年金（特別児童扶養手当を除く）を受けることがで

きるとき

●障がい児本人または扶養義務者の所得が一定額以上のとき

【【特特別別児児童童扶扶養養手手当当】】身 知 精

窓窓 口口：各区保健福祉センター福祉業務担当（所在地：裏表紙）

対対象象者者： 歳未満で、政令に規定する障がい等級に該当する児童を監護している父母（主

として児童の生計を維持するいずれか 人）または養育者（児童と同居し、監護

し、生計を維持している方）

支支給給額額：月額 重度の障がい 円 ／ 中程度の障がい 円

《支給対象とならない場合（制限等）》

●手当を受けようとする方または児童が日本に住んでいないとき

●児童が児童福祉施設（母子生活支援施設、保育所、通園施設を除く）に入所して

いるとき

●児童が障がいを支給事由とする公的年金を受けることができるとき

●父母または養育者等の所得が一定額以上のとき

手手当当ななどど
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【【児児童童扶扶養養手手当当】】身 知 精

窓窓 口口：各区保健福祉センター福祉業務担当（所在地：裏表紙）

対対象象者者：父または母と生計を同じくしていない児童や、父または母が政令で定める程度の障

がいの状態にある場合で、 歳に達する日以後の最初の 月 日までの児童（政

令で定める程度の障がいの状態にある場合は 歳未満の児童）を監護している母、

児童を監護し、生計を同じくする父または養育者（児童と同居し、監護し、生計を

維持している方）

支支給給額額：月 額 … 全部支給 円 ／ 一部支給 円～ 円

児童２人以上の場合は、

２ 人 目 … 全部支給 円 ／ 一部支給 円～ 円

３人目以降 … 全部支給 円 ／ 一部支給 円～ 円

を上記の額にそれぞれ加算する。

※ただし、令和 年 月分より 人目以降の加算額が 人目と同額になる予定。

《支給対象とならない場合（制限等）》

●請求者（母、父または養育者）もしくは児童が日本に住んでいないとき

●児童が里親に委託されているとき

●児童が児童福祉施設（母子生活支援施設、保育所、通園施設を除く）に入所して

いるとき

●請求者が母の場合は、父と生計を同じくしているとき（ただし、父が政令で定め

る程度の障がいの状態にあるときを除く）

●請求者が父の場合は、母と生計を同じくしているとき（ただし、母が政令で定め

る程度の障がいの状態にあるときを除く）

●請求者（母または父）の配偶者に養育されているとき（配偶者には内縁関係にあ

る方を含み、政令で定める程度の障がいの状態にある方を除く）

●支給対象者である母、父または養育者等の所得が一定額以上のとき

【【外外国国人人心心身身障障ががいい者者給給付付金金】】身 知 精

窓窓 口口：各区保健福祉センター福祉業務担当（所在地：裏表紙）

支支給給額額：月額 円

対対象象者者：大阪市内に居住し、昭和 年 月 日以前に外国人登録をしていた方で、次の

いずれかに該当する方

●昭和 年 月 日以前に 歳に達しており、同日前に身体障がい者手帳 ・

級または療育手帳 または認定カードの交付を受けた方、もしくは同日以降に

手帳交付を受けたが、障がい発生原因の初診日が同日前である方

●昭和 年 月 日以前に 歳に達しており、精神障がい者保健福祉手帳の

等級が 級であり、障がい発生原因の初診日が同日前である方

《支給対象とならない場合（制限等）》

●公的年金、生活保護を受給しているとき
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【【大大阪阪府府重重度度障障ががいい者者在在宅宅生生活活応応援援制制度度（（大大阪阪府府事事業業））】】身 知

窓窓 口口：各区保健福祉センター福祉業務担当（所在地：裏表紙）

対対象象者者：大阪府内に在住し、身体障がい者手帳（１級または２級）の交付を受け、かつ療育

手帳（ 判定）の交付を受けている重度障がい者・児と同居し介護をされている方

支支給給額額：月額 円

《支給対象とならない場合（制限等）》

●重度障がい者・児が施設等に入所・入院しているとき（例外の場合あり）

●重度障がい者が特別障がい者手当を受給しているとき

【【障障ががいい者者加加算算（（生生活活保保護護））】】身 知 精

窓窓 口口：各区保健福祉センター生活保護業務担当

（電話：各区の局番（ ページ）＋９８７２～４）

対対象象者者：生活保護を受給し、次の障がいの程度に該当する方

加加算算額額：

身体障がい者手帳１・ 級、精神障がい者

保健福祉手帳 級、国民年金法施行令別

表に定める 級に該当する障がい

加算額（月額）

在 宅： 円

入院・入所： 円

身体障がい者手帳 級、精神障がい者保

健福祉手帳 級、国民年金法施行令別表

に定める 級に該当する障がい

加算額（月額）

在 宅： 円

入院・入所： 円

※障がい者加算認定の検討を行いますので、手帳を取得または更新された場合は、

すみやかに担当ケースワーカーに届出てください。

《支給対象とならない場合（制限等）》

●精神障がいのある方で精神障がい者保健福祉手帳の交付年月日または更新年月

日が障がいの原因となった傷病の初診後 年 ヶ月を経過していないとき、お

よび障がいの状態が国民年金法施行令別表に定める ・ 級に該当しないとき

【【自自動動車車事事故故対対策策機機構構（（ナナススババ））にによよるる介介護護料料支支給給】】身 精

自動車事故を原因として「脳」、「脊髄」または「胸腹部臓器」に重度の後遺障がいを持つた

め、日常生活動作について「常時」または「随時」の介護が必要となった方に、「独立行政法

人自動車事故対策機構（ナスバ）」から介護料が支給されます。

※介護料支給額 （月額） 円～ 円

●介護料の支給対象となる費用

介護用品の購入等・介護用消耗品の購入・在宅介護サービス

●支給の制限

（１）次のような支援を受けている方は、支給の対象になりません。

① ナスバ療護施設等に入院している方

② 他法令に基づく施設に入所している方

③ 介護保険法、労災保険法など他法令に基づく介護料相当の給付を受け

ている方等

（２）主たる生計維持者の年間の合計所得金額が１０００万円を超えると認められる

とき

●支給対象となる方および詳しい支給要件は、次の問い合わせ先にご確認ください。

問問いい合合わわせせ先先：独立行政法人自動車事故対策機構大阪主管支所

電電 話話： －
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【【生生活活福福祉祉資資金金（（福福祉祉費費））】】

国が定める要綱等に基づき、大阪府社会福祉協議会が実施主体となっている貸付制度です。
※資金の種類により貸付条件や必要書類が異なりますので、下記の問い合わせ先にご確認く

ださい。
※申請は返済能力を超えないようご注意ください。返済が見込めないと判断される場合はご

利用いただくことはできません。
※貸付には原則、借入世帯とは別世帯の 歳未満で安定した収入のある「連帯保証人」が

必要です。（一部の資金によっては立てない場合でも申請可能）
※貸付金の利率は、連帯保証人を 名設定できる場合は無利子、連帯保証人を設定できな

い場合は据置期間経過後年 ％です。
※貸付けにあたっては、大阪府社会福祉協議会が審査・決定を行います。
※生活福祉資金は、福祉費のほか、教育支援資金、総合支援資金、不動産担保型生活資金、

緊急小口資金もあります。

資資金金のの目目的的 貸貸付付上上限限額額
据据置置
期期間間

償償還還
期期間間

生業を営むために必要な経費 万円 か月 年以内

技能習得に必要な経費及びその期間中
の生計を維持するために必要な経費

技能を習得する期間が
か月以内 万円

年以内 万円
年以内 万円
年以内 万円

習得後
６か月

年 以 内

住宅の増改築、補修等または公営住宅の
譲り受けに必要な経費

万円

か月

年 以 内

福祉用具等の購入に必要な経費 万円 年 以 内

障がい者用自動車の購入に必要な経費 万円 年 以 内

中国残留邦人等にかかる国民年金保険
料の追納に必要な経費

万円 年以内

負傷または疾病の療養に必要な経費（健
康保険の例による医療費の自己負担額
のほか、移送経費等、療養に付随して要
する経費を含む。）及びその療養期間中
の生計を維持するために必要な経費

療養期間が 年を超えないときは

１７０万円
年以内年を超え 年 か月以内であっ

て、世帯の自立に必要なときは

２３０万円

介護サービス、障がい者福祉サービス等
を受けるのに必要な経費（介護保険料を
含む）及びそのサービスを受ける期間中
の生計を維持するために必要な経費

サービスを受ける期間が 年を超え

ないときは

１７０万円
年以内

年を超え 年 か月以内であっ

て、世帯の自立に必要なときは

２３０万円

災害を受けたことにより臨時に必要と
なる経費

万円 年以内

冠婚葬祭に必要な経費 万円 年以内

住居の移転等、給排水設備等の設置に必
要な経費

万円 年以内

就職、技能習得の支度に必要な経費 万円 年以内

その他日常生活上一時的に必要な経費
（資金使途は限定されています）

万円 年以内

問問いい合合わわせせ先先：：お住まいの区の社会福祉協議会（区在宅サービスセンター）所在地： ページ
・北区、大正区、鶴見区、住吉区、東住吉区は ページの欄外※の問い合わせ先にご連絡ください。

貸貸 付付
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【【緊緊急急援援護護資資金金】】身 知 精 難

生活福祉資金等他の公的給付又は公的貸付の支給決定を受けた方が、その支払日までに緊急に

資金を必要とする場合に、その世帯の援護を目的として貸付を行う資金のことです。

《《貸貸付付のの対対象象》》

次のすべてに該当する方に対して資金を貸付けします。

大阪市の同一区内に３か月以上住所を有している方（住民票で３か月以上の居住

が確認できること）

生活福祉資金、年金、母子父子寡婦福祉資金、生活保護、傷病手当金の支給決定

を受け、現に当該給付又は貸付を受けていない方

生活保護法に基づく被保護者となっていない方

（ただし、生活福祉資金の教育支援資金就学支度費（短大・大学）を申請中の方

は除きます）

償還の見込みのある方

前項の規定にかかわらず、次の場合には貸付を受けることはできません。

本資金の貸付を受け、償還の終わっていない場合

他の貸付資金を滞納している場合

生活保護法による被保護者となっている場合

申請理由に虚偽がある場合

《《貸貸付付内内容容》》

貸付金額は 世帯あたり 万円以内（単身世帯は 万円以内）の必要と認める金

額です。

貸付は無利子ですが、償還期限経過後は年 分の利子を徴収します。

保証人は不要ですが、場合により必要となることがあります。

償還期限は、生活福祉資金等他の公的給付又は公的貸付の支払日の翌日です。

問問いい合合わわせせ先先：：お住まいの区の民生委員児童委員協議会事務局

所在地： ぺージ


